
平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

42,450 42,450 35,021

＜42,450＞ ＜42,450＞ ＜35,021＞

(1,300,000) (1,300,000) (1,072,500)

0 0 0

＜1,300,000＞ ＜1,300,000＞ ＜1,072,500＞

(90,651) (90,651) (79,319)

0 0 0

＜90,651＞ ＜90,651＞ ＜79,319＞

(4,560) (4,560) (3,420)

0 0 0

＜4,560＞ ＜4,560＞ ＜3,420＞

(850,449) (850,449) (701,620)

0 0 0

＜850,449＞ ＜850,449＞ ＜701,620＞

(352,757) (352,757) (291,024)

0 0 0

＜352,757＞ ＜352,757＞ ＜291,024＞

(47,125) (47,125) (38,878)

0 0 0

＜47,125＞ ＜47,125＞ ＜38,878＞

(2,428,960) (2,428,960) (1,821,720)

0 0 0

＜2,428,960＞ ＜2,428,960＞ ＜1,821,720＞

(1,895,339) (1,895,339) (1,516,270)

0 0 0

＜1,895,339＞ ＜1,895,339＞ ＜1,516,270＞

(40,000) (40,000) (33,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜33,000＞

(219,201) (219,201) (191,800)

0 0 0

＜219,201＞ ＜219,201＞ ＜191,800＞

3/4  災害復興公営住宅整備事業（大沢下条）  大沢  町  町  直接72   D  -     4  -   4  

 

 町  直接 4/5

71   D  -     1  -  18

  1  -   1  市街地復興効果促進事業  山田町  町65  ★  F  -     2

  北浜・山田地区道路事業  北浜・山田  町  町

 -

 直接 2/3

44   D  -   15  -   1   

  織笠地区道路事業④  織笠  町  町  直接43   D

 町  直接 2/3  山田・織笠地区道路事業  山田・織笠  町

 直接 2/3  織笠地区道路事業①  織笠  町  町

 山田地区津波復興拠点整備事業  山田  町  町  直接 1/2

2/3

40   D  -     1  -  14

  8  34   D  -     1  -

 -     1  -  17  

 

 直接 1/2

3/4

27   D  -     6  -   1   

  災害公営住宅家賃低廉化事業  町内４か所  県  県  直接26   D  -     5  -   1  

  大沢地区道路事業①  大沢  町5   D  -     1

  まちづくり連携道路整備事業

 （大沢地区）
(主)重茂半島
線　大沢～浜

川目

 県  県

 東日本大震災特別家賃低減事業  町内４か所  県  県

（様式１－４）

山田町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 2/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 町  直接 2/3

22   D  -     1  -   6

  4  



平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

山田町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(1,733,722) (1,733,722) (1,517,006)

0 0 0

＜1,733,722＞ ＜1,733,722＞ ＜1,517,006＞

(246,767) (246,767) (215,921)

0 0 0

＜246,767＞ ＜246,767＞ ＜215,921＞

(560,801) (560,801) (420,600)

0 0 0

＜560,801＞ ＜560,801＞ ＜420,600＞

(159,875) (159,875) (119,905)

0 0 0

＜159,875＞ ＜159,875＞ ＜119,905＞

(481,250) (481,250) (372,968)

0 0 0

＜481,250＞ ＜481,250＞ ＜372,968＞

(1,734,825) (1,734,825) (1,301,118)

0 0 0

＜1,734,825＞ ＜1,734,825＞ ＜1,301,118＞

(526,702) (526,702) (460,864)

0 0 0

＜526,702＞ ＜526,702＞ ＜460,864＞

(331,903) (331,903) (290,415)

0 0 0

＜331,903＞ ＜331,903＞ ＜290,415＞

(212,450) (212,450) (185,893)

0 0 0

＜212,450＞ ＜212,450＞ ＜185,893＞

(248,912) (248,912) (217,798)

0 0 0

＜248,912＞ ＜248,912＞ ＜217,798＞

(62,149) (62,149) (54,380)

0 0 0

＜62,149＞ ＜62,149＞ ＜54,380＞

 町  直接 3/4  災害復興公営住宅整備事業（田の浜）  田の浜  町

 直接 3/4  災害復興公営住宅整備事業（船越第8）  田の浜  町  町108   D  -     4  -  17

 16  107   D  -     4  -

 

 災害復興公営住宅整備事業（長林）  船越  町  町  直接 3/4

3/4

106   D  -     4  -  15   

  災害復興公営住宅整備事業（船越第1）  船越  町  町  直接105   D  -     4  -  14  

 

 町  直接 1/2

104   D  -     4  -  13

 11   
 山田地区（低地部）都市再生区画整理事業（被災
市街地復興土地区画整理事業）

 山田  町102   D  -   17

  災害復興公営住宅整備事業（大沢小学校脇）  大沢  町  町

 -

 直接 3/4

100   D  -   21  -   3   

  下水道事業（管渠及び補完施設）
 山田
織笠

 町  町  直接79   D

 町  直接 3/4  災害復興公営住宅整備事業（大浦）  大浦  町

 直接 1/2 
 山田地区都市再生区画整理事業（被災市街地復
興土地区画整理事業）

 山田  町  町

 下水道事業（終末処理場設置）
 織笠
山田

 町  町  直接 5/9

1/2

76   D  -   17  -   6

  6  74   D  -     4  -

 -   21  -   2  

 

 災害復興公営住宅整備事業（山田中央）  山田  町  町  直接 3/473   D  -     4  -   5   



平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

山田町 復興交付金事業計画

省庁名： 平成28年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(1,134,310) (1,134,310) (992,521)

0 0 0

＜1,134,310＞ ＜1,134,310＞ ＜992,521＞

(3,500) (3,500) (2,887)

0 0 0

＜3,500＞ ＜3,500＞ ＜2,887＞

(114,370) (114,370) (100,073)

0 0 0

＜114,370＞ ＜114,370＞ ＜100,073＞

(14,434) (14,434) (10,825)

0 0 0

＜14,434＞ ＜14,434＞ ＜10,825＞

(36,000) (36,000) (27,000)

0 0 0

＜36,000＞ ＜36,000＞ ＜27,000＞

(14,831,012) (14,831,012) (12,039,725) (0) (0)

42,450 42,450 35,021 0 0

＜14,873,462＞ ＜14,873,462＞ ＜12,074,746＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

山田町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

1/2 
 織笠地区（跡浜区域）都市再生区画整理事業（被
災市街地復興土地区画整理事業）

 織笠  町  町  直接115   D  -   17  -  12  

 

 町  直接 3/4

114   D  -     6  -   2

  2    災害公営住宅家賃低廉化事業（町実施分）  町内  町113   D  -     5

  東日本大震災特別家賃低減事業（町実施分）  町内  町  町

 -

 直接 1/2

112   D  -     1  -  19   

  災害復興公営住宅整備事業（長崎第2）  山田  町  町  直接110   D

 田の浜地区道路事業②  田の浜  町  町  直接 2/3

3/4 -     4  -  19  


